宇都宮工業団地土地利用協定
第1章　総　則

（目的）
第１条　この協定は、企業が宇都宮工業団地に新たに立地する場合及び既立地企業が事業内容を変更する場合の手続に関し必要な事項を定めることにより、宇都宮市のものづくり産業拠点地区として、企業のモラルと共存意識を高めるとともに、良好な近隣関係及び生産環境の向上を図り、ものづくり関連産業の集積促進を目的とする。
（名称）
第２条　この協定は、宇都宮工業団地土地利用協定と称する。
（協定の締結）

第３条　この協定は、宇都宮工業団地総合管理協会（以下「管理協会」という。）の総会の議決を経て締結する。

（協定区域）

第４条　この協定の対象となる区域は、別紙１「土地利用協定区域図」に表示する区域とする。

第２章　運営委員会

（運営委員会）

第５条　この協定の運営に関する事項を処理するため、管理協会内に土地利用協定運営委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

２　委員会の委員は、理事長、副理事長及び専務理事並びに環境、交通防犯、福利厚生、安全衛生の各委員会から理事長が指名した役員をもって構成する。

３　委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の在任期間とする。ただし、再任を妨げない。

（委員長・副委員長）

第６条　委員会に、委員長及び副委員長を置く。

２　委員長には理事長を、副委員長には委員長が指名した委員をもって充てる。

３　委員長は、委員会を代表し、この協定の運営事務を総理する。

４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。

５　前各項に定めるもののほか、委員会運営に関し必要な事項は、委員長が定める。
第３章　土地所有者等の責務

（法令の遵守）
第７条　第４条に規定する土地利用協定区域内の土地の所有者及び建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権を有する者（以下「土地の所有者等」という。）は、事業所を操業するに当たって関係法令及びこの協定等を遵守しなければならない。

（事業内容計画書の提出）

第８条　土地の所有者等は、所有権及び建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権（以下「所有権等」という。）を移転しようとするときは、あらかじめ、当該所有権等を取得することとなる者がその土地において実施しようとする事業の概要等を記載した事業内容計画書（様式１）を作成し、委員長に提出しなければならない。

（周辺企業への説明）

第９条　土地の所有者等は、周辺企業に対し、前条に規定する事業内容計画の説明を行うものとする。

２　土地の所有者等は、前項の説明について、周辺企業から再度要請があった場合は、誠意を持ってこれに応じるものとする。

３　土地の所有者等は、周辺企業への説明を終了したときは、周辺企業の確認を得た上で、説明報告書（様式２）を作成し、委員長に提出するものとする。

４　周辺企業の範囲は、原則として、別紙２「周辺企業の範囲の基準」を基に、委員長が個別に定め、土地の所有者等に通知する。

（意見書の提出）
第１０条　周辺企業は、前条第１項の規定により土地所有者等が行う説明に誠意を持って応じるものとする。
２　周辺企業は、土地所有者等が行う説明に対して意見があるときは、当該説明を受けた日から１週間以内に、委員長あてに意見書（様式３）を提出することができる。この場合において、委員長に申し出て、特別の事情があると認められた場合においては、提出期限を２週間以内に延長することができる。
３　委員長は、前項の意見書が期限内に提出されない場合は、当該周辺企業からの意見がないものとみなすものとする。
（委員会の審査）
第１１条　委員長は、第８条に規定する事業内容計画書及び第９条第３項に規定する説明報告書の提出を受けたときは、速やかに委員会に諮らなければならない。ただし、前条に規定する周辺企業からの意見がなく、第１条の目的を損ねるおそれがないと認める場合は、委員会の審査を省略することができる。

２　前項に規定する審査は、前条第２項に規定する意見書が提出された場合においては、その内容を尊重して行われなければならない。

３　委員長は、事業内容計画書等の内容に疑義がある場合は、土地所有者等に対し、意見の聴取、資料の追加提出又は変更の申入れを行うことができることとし、必要があると認めたときは、行政機関等からの意見や指導を求めることができる。

４　委員長は、審査の結果について、速やかに回答書（様式４）により土地所有者等に対し、回答しなければならない。なお、周辺企業に対しても、その結果を通知するものとする。

（事業内容変更の場合の準用）

第１２条　第８条から前条までの規定は、土地の所有者等がその事業内容を変更する場合にこれを準用する。

第４章　雑則

（用地情報等の収集）

第１３条　委員会は、本協定が十分にその機能を果たすよう用地情報等の収集に努めるものとする。

２　土地所有者等は、前項に規定する委員会の活動に協力するものとする。

（管理協会への加入）

第１４条　新たな土地所有者等は、団地内に立地後、速やかに管理協会への加入手続をするものとする。

（違反者への措置）

第１５条　委員長は、この協定に違反した者があったときは、当該違反者に対し、是正措置を採るよう求めることができる。

２　委員長は、違反者が前項の求めに従わないときは、委員会の決定を経て、督促を行った上で、実名公表等の必要な措置を採ることができる。

（協定の改正）

第１６条　この協定の内容を改正しようとする場合は、管理協会の総会において議決しなければならない。ただし、委員長が軽易な改正であると認めた場合は、委員会で決定することができる。

（協定の廃止）

第１７条　この協定を廃止しようとする場合は、管理協会の総会において議決しなければならない。

附則
　１　この協定は、平成２０年５月３０日から施行する。

　２　この改定は、平成２３年５月２３日から施行する。
様式１

事業内容計画書
年　　月　　日

　宇都宮工業団地総合管理協会

土地利用協定運営委員会委員長　様

住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
土地所有者等の変更に伴う宇都宮工業団地土地利用協定第８条に基づく事業内容計画について、次のとおり提出いたします。

１　現所有者（現事業者）

	住　　　　所
	

	事業所名
	

	代表者名
	

	業　　　　種
	

	電話番号
	


２　取得予定者（新事業者）

	住　　　　所
	

	事業所名
	

	代表者名
	

	業　　　　種
	

	資本金
	

	主要製品
	


	電話番号
	


３　対象物件の表示

	地名地番
	宇都宮市平出工業団地　　　　番地

	変更する権利種別
	①所有権
	②地上権
	③借地権
	④その他（　）　

	土地面積
	専有
	㎡
	建物面積
	建築
	㎡

	
	共有
	㎡
	
	延床
	㎡


４　取得予定者（新事業者）の事業内容計画

　（１）使用目的

　（２）施設概要

　　　①利用形態

　　　　ア．現状のまま利用　　　　イ．増改築　　　　　ウ．建替え（新築）

　　　②建物概要

	用　途
	工場・倉庫・事務所・（　　　　　　）
	建築面積
	㎡

	構　造
	Ｓ、ＲＣ、　　　　　　　　・　階建
	延床面積
	㎡


　　　③操業計画

	操業開始年月
	生産品等の種類
	数量（取扱量）
	備　考

	年　　月
	
	
	


　　　④公害防止計画

	公害の種類
	発生源となる機械作業等の内容
	防止措置

	
	
	


⑤各種公害防止管理者等の選任予定

	区　分
	対象施設
	種　類

	
	
	


様式２

説明報告書
年　　月　　日

　宇都宮工業団地総合管理協会

土地利用協定運営委員会委員長　様

住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　当社は、土地所有者等の変更に伴う事業内容計画について、次のとおり説明を実施しましたので報告します。

	№
	説明
日時
	説明者

企業役職　氏名
	周辺企業

	
	
	
	立会者企業役職　氏名
	立会者意見※
	印

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	


　※立会者の意見（賛成／反対／保留）をはっきり示し、押印してください。
様式３

意　　見　　書

年　　月　　日

　宇都宮工業団地総合管理協会

土地利用協定運営委員会委員長　様

住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　下記の企業から説明を受けた事業内容計画について、次のとおり意見を提出します。

１　説明企業名

２　意見

様式４

回　　答　　書

年　　月　　日

住所

事業所名

代表者名　　様

宇都宮工業団地総合管理協会

土地利用協定運営委員会委員長　　 eq \o\ac(○,印)
　土地利用協定第８条の規定により提出がありました、土地所有者等の変更に伴う事業内容計画については、土地利用協定第１１条第４項の規定により、次のとおり回答します。

１　事業内容計画書の内容を審査した結果、次の条件を付して承諾します。

　（１）取得予定者（新事業者）は、次の事項を遵守すること。

　　　①宇都宮工業団地総合管理協会土地利用協定の遵守

　　　②宇都宮工業団地総合管理協会への加入

　　　③工業団地内企業との協調

　（２）事業内容計画書の内容に変更が生じる場合は、事前に委員長に申し出の上、所要の手続きを行うこと。

第９条第４項様式

周辺企業の範囲（通知）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

住　　所　　

事業所名　　

代表者名　　

宇都宮工業団地総合管理協会

土地利用協定運営委員会委員長　　　 　　　　㊞

土地利用協定第９条第４項の規定により次のとおり通知します。

１　周辺企業名

　　

　①　

　　　　

　②

　③

　④

　⑤

　



別紙２

○周辺企業の範囲の基準


・下図に示すＢ、Ｃ、Ｅ、Ｆ、Ｈの５社が対象となる

	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ

	　　　　　　　　　　団　地　内　道　路



	Ｅ
	新規立地企業
	Ｆ

	Ｇ
	Ｈ
	Ｉ


運営委員会規則

第１条　この規則は、土地利用協定第６条第５項の規定に基づく運営委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（委員会の定足数）

第２条　委員会は委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

２　委員会の議決は出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

（代理出席）

第３条　代理出席はこれを認めるが、代理人は委任状を持参しなければならない。但し、代理出席は緊急やむを得ないときに認められるもので、委員は極力自らが出席するよう努めなければならない。

（議長）

第４条　議長は委員長がつとめる。委員長がやむなく欠席のときは副委員長がつとめる。副委員長欠席のときは専務理事がつとめる。

（議事の参与の制限）

第５条　委員長は委員が関係する企業の事案について、議事整理上必要があると認めるときは、あらかじめ委員会に諮って、関係ある委員を当該議事に参与させないことができる。

（議事録）

第６条　委員長は議事録を作り、出席者の氏名、会議の顛末その他必要と認める事項を記載しなければならない。

２　議事録には委員２名が署名するものとし、その委員は、委員長が指名する。

（委任）

第７条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。

（施行期日）

　　この規則は、平成２０年　６月２３日から施行する。　　　　　

協定運用上の留意点

　１　法令の遵守

　　　　運営委員会は、企業が宇都宮工業団地に新たに立地する場合及び既立地企業が事業内
　　　容を変更する場合の事案の審査に当たっては、法令を遵守して手続きが行われているか
　　　どうか又は行おうとしているかどうかを基本として行うこととする。

　　　　許認可を必要としているものについては、適正に手続きが行われているかどうか又は
　　　行おうとしているかどうかを、行政指導が必要なものについては、適正に受けているか
　　　どうか又は受けようとしているどうかを把握して行わなければならない。

　２　周辺企業の意見への傾聴

　　　　運営委員会は、事案の審査に当たっては、周辺企業に対し事業内容や騒音、振動、臭
　　　気等について的確に説明がなされたものであるかどうか、又、周辺企業から意見書が提
　　　出された場合は十分に耳を傾け、法令や一般常識をもとに行わなければならない。この
　　　場合、一般常識とは、社会的に通常容認される考え方である。

　３　公平性と透明性

　　　　運営委員会は、事案の審査の当たっては、公平性と透明性をもとに行わなければなら
　　　ない。この場合、公平性とは、同事案は同じ取扱いをすることであり、透明性とは、基
　　　本的に情報公開が出来るということである。

　

協定第１２条の判断基準

第１２条（事業内容変更）の判断基準

１　事業内容変更の判断基準

　ａ　既存事業の範疇外のもので許認可を必要とするもの　　　　　事業内容変更

　　　　又は

　ｂ　既存事業の範疇内のもので事業規模の拡大

　　　　　建屋等ハード面　　既存面積の１．５倍以上　　　　　　

　　　　且つ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業内容変更

　　　　　生産能力面　　　　既存能力の１．５倍以上　　　　　　

　

２　総合的判断

　　　原則として、上記ａ、ｂのいずれかに該当するときは、事業内容の変更があるものと
　　判断する。但し、現事業内容、変更事業内容、事業規模等を総合的に判断して、周辺に

　　特に影響が大きいとされる場合は協定を適用する。

　　　　※特に --- 騒音、振動、臭気、水質、大気汚染等で県市の行政指導を受ける場合

　

　　      参考　振動防止法

　　　　　　　　騒音防止法

　　　　　　　　水質汚濁防止法

　　　　　　　　大気汚染防止法

栃木県新規立地事業場公害防止事前指導要綱等　

（参考資料）
宇都宮工業団地土地利用協定の概要について

１．目的

宇都宮工業団地は造成分譲から、約５０年が経過する中、経済情勢の変化等により、立地企業の撤退や新規企業の進出により、異業種の混在が進行するなど団地環境が変化してきており、一部には深刻な影響が懸念されている。

このような状況に対応するため、土地所有権等の移転時や事業変更により、操業環境が変わるときのルールとして宇都宮工業団地に適用する土地利用協定を策定し、宇都宮市のものづくり産業拠点地区として、企業モラルと共存意識を高めるとともに良好な近隣関係及び生産環境の向上を図り、ものづくり関連産業の集積促進を目的とする。（第１条）

２．名称

　・宇都宮工業団地土地利用協定（第２条）

３．協定の締結

　・総会の議決を経て締結（第３条）

４．協定区域

　・協定区域図による（第４条）

５．運営委員会

　・協定を運営するため、管理協会内に運営委員会を設置する（第５条）

６．土地所有者等の責務等

　・法令の遵守（第７条）

　・事業内容計画書の提出（第８条）

　・事業内容計画の説明（第９条）

　・説明報告書の提出（第９条）

　・事業内容変更の場合（第１２条）

７．その他

　・用地情報等の収集（第１３条）

　・管理協会への加入（第１４条）

　・違反者への措置（第１５条）

８．手続きの流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎は主体者

	
	取得予定者（新事業者）
	現所有者

(現事業者)
	運営委員会（管理協会）
	周辺企業
	行政

（市）
	関係条文

	１取得予定者等の事前相談
	◎
	◎
	○

○
	
	○
	

	２取得予定者等の事業計画
	◎
	
	
	
	○
	

	３事業内容計画書
	○
	◎
	○
	
	
	第８条

	４周辺企業の範囲(通知)
	○
	○
	◎
	
	
	第９条

	５周辺企業説明
	○
	◎
	
	○
	
	第９条

	６説明報告書
	○
	◎
	○
	
	
	第９条

	７意見書
	
	
	○
	◎
	
	第１０条

	８回答書
	○
	○
	◎
	
	
	第１１条

	９加入手続き
	◎
	
	○
	
	
	第１４条

	10建築確認等の諸手続き
	◎
	
	
	
	○
	


９．土地利用協定（案）審議等の経過

　（１）平成１９年度総会時に土地利用協定審議検討の承認……Ｈ１９年５月

　（２）第1回土地利用協定審議（総務企画委員会）　　　……　　　　７月

　（３）第２回土地利用協定審議（総務企画委員会）　　　……　　　　８月

　（４）第３回土地利用協定審議（総務企画委員会）　　　……　　　１０月

　（５）第４回理事会　　　　　　　　　　　　　　　　　……　　　１１月

　（６）企業への説明会　　　　　　　　　　　　　　　　……　　　１２月

　（７）第１回理事会　　　　　　　　　　　　　　　　　……Ｈ２０年４月

　（８）第３８回定期総会にて議決　　　　　　　　　　　……　　　　５月

　（９）運営員会規則等の追加（設立運営委員会）　　　　……　　　　６月

　（10）土地利用協定の一部改定[第５条第２項]　　　　　……Ｈ２３年５月
（第４１回定時総会）
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